ロウドウ ジカン タンシュク オ メグル ギロン ニツイテソ ヨンダル キョウジュ タイニン キネンゴウ by 面地 豊 et al.
1. ドイツは，労働時間が短いことでは最先進国の１つである。このこと
は，労働時間が，ドイツにおいて，ドイツより長い諸国に比べて短い，とい
うことを意味することであって，ドイツにおいて，労働時間そのものが「短
い」ことを必ずしも意味するものではない，(あるいは「長い」ことを必ず
しも意味するものではない,）と理解される。
労働時間そのものが「短い」(あるいは「長い｣）とは，どんなことである
か？ また，労働時間が「短い」か「長い」の判断は「だれ」がするのか？
その判断の基準はどこにあるのか？ この「問い」に対する「答え」は単
純ではなさそうである。労働「時間」が「長い」か「短い」か，という「時
間」のカテゴリーそのものが判断されるのではない，と理解される｡「時間」
のカテゴリーそのものは自然現象についても，社会現象についても存在して
いる。
「時間」は,「何かについての」時間である，とする思考において「労働
時間」を考察するならば，労働時間は,「労働」についての時間として現わ
れる｡「労働時間」は,「労働」という現象に関して考察されるのであって，
自然現象に関する「時間」カテゴリーの考察とは，例えば，物理学における
「時間」カテゴリーの考察とは異なった仕方で把握される｡「労働時間」は,
「労働」という人間の営みの在り方と深く関わって現象するものとして考察
される。
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2. 労働の在り方は，経済の在り方と深く関わっている。経済の在り方は，
どのように把握されるか？ 本稿においては，労働は,「労働が財やサービ
スを生産する」という局面において，すなわち，労働の生み出した成果との
関連で把握されるのではなく，労働という「人間の営み」との関連で把握さ
れる。労働のこの捉え方との関連では，経済の在り方は，経済体制との関連
で把握される，という方法が有効なものとして思考される。労働は，経済体
制との関連で考察され，労働の時間構造は，体制の在り方によって異なるも
のとして把握される。
ドイツにおける労働時間の在り方は，資本主義経済体制との関連で把握さ
れる。資本主義経済体制における労働時間の発展は,「資本の論理から演繹
されるのではなく，資本と賃労働の関係から｣1)説明されさる。
3. ドイツにおいて，労働時間が，他の諸国に比べて短いということは，
ドイツにおいて，労働時間が，資本主義経済体制の下で，最初から，他の諸
国のそれと比べて短かったことを意味しない。労働時間は，ドイツにおいて
も，資本主義経済体制の下で，過去においては長かったのである。現在ドイ
ツにおいて，労働時間が他の諸国におけるよりも短い，ということは，ドイ
ツにおいて，もともと長かった労働時間が，短くなった，という歴史的結果
である｡「労働時間が短くなる」あるいは「短くなった」という社会現象は
どのようにして生じるか，あるいは生じたか？ 自然現象は，自然の法則に
よる運動を通じて生じる，と理解される｡「労働時間が短くなる」という社
会現象は，どのような運動法則によって，あるいは，どのような力がはたら
いて生じたのであるか？ 「労働時間が短くなる」という社会現象は，社会
現象であるが故に，何かの「社会的力｣，何かの「人間の力」というエネル
ギーによって現象せしめられる，と理解される。
「労働時間を短くする」何かの力，エネルギーとは何か？ そのエネルギ
ーは,「労働時間を短くする」という人間の行為であり，この行為が「労働
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時間を短くする」という運動の根源であると理解される｡「労働時間を短く
する」という人間の行為は,「労働する人間」の行為であり，資本の論理を
代表する資本家あるいは経営者あるいは企業家の行為ではない，と理解され
る｡「労働時間を短くする」という行為は,「労働する人間」の本源的目的に
属し，資本家，経営者，企業家という人間の本源的目的に属さない，と理解
されるからである。後者の本源的目的に属するのは，むしろ,「労働時間を
長くしようとする」行為であると理解され，このことは歴史的事実でもある。
4. 「労働時間が短い」ということは,「労働時間を短くする」という,
「労働する人間」の行為の結果として現象する，と理解される。この行為は，
資本の論理に対立する原理に導かれて展開される｡「労働する人間」の,「労
働時間短縮のため」の行為は，資本の論理との対決を通して遂行され，その
目的を実現していく歴史的過程においてある。
ドイツにおいては，労働時間短縮は，その歴史的過程において，さまざま
な局面を経過して展開されてきた。そのさまざまな局面は，さまざまな論拠
に支えられて展開された。それぞれの局面をめぐる，労資の対立する論拠に
おいては，さまざまな議論が展開されてきた。例えば，80年代における西ド
イツの将来をめぐる議論の結晶点の１つとして挙げられるものとして，労働
時間問題があり，この場合，35時間週をめぐる労働協的コンフリクトがある。
この労働時間政策の核心点は，雇用危機と，その危機の排除が伝統的方法に
よる経済成長では不可能であり，望ましい価値あるものではない，という認
識があった2)。
「労働する人間」は，個人としてではなく，集団としてその行為能力を高
めて，労働時間短縮という目的を実現させていく，すなわち，労働組合とい
う組織を通してその目的を実現させていこうとする。資本は，労働組合運動
に対立する方法で労働時間をめぐって対決する。この対決において，労資両
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者は，さまざまな方策をもち出す。資本の例は，例えば，労働時間の弾力化
や可変化のための諸方策をもって労働側の諸要求に対抗しようとする。労資
の対決において，週労働時間の長さ，土曜労働，夜間－交替制労働，パート
タイム労働，スライド制労働などが議論の対象としてもち出される3)。また，
労働者の側では，特に，労働時間と所得の問題が重要な問題として提示され
る。労働時間の短縮は，労働者の所得の減少を惹起せしめる可能性を含んで
おり，時間と所得の選択の問題が重要な問題として現われる。
5. 今日，ドイツにおいて，労働時間短縮をめぐる議論は，さまざまな次
元においてなされている。労働時間短の歴史の中で，労働時間そのものを短
くする議論，一定の労働時間内での弾力化や可変化についての議論，例えば，
一定の労働時間を一週間内で均等に日労働時間として配分するか，曜日によ
って不均等に配分するかの議論，短縮された労働時間，すなわち，労働しな
い時間を週末にまとめて取るか分散して取るか，剰余労働を必要とする経営
あるいは経営の諸条件をどのように克服するか，……の議論が現われてきた。
また，労働時間そのものの短縮をする議論において，その論拠づけとして失
業の克服との関連が持ち出され，労働者側と資本の側が対立する議論の状況
が現われてきた。労働時間短縮をめぐる議論は，労働時間短縮をどのように
して経営実践に実現させるかという技術的議論，失業の克服，すなわち，経
済的条件によって与えられた国全体の総労働時間を，全労働者に公平に配分
する方策として労働時間短縮を議論するという部分的議論，また，労働時間
短縮を，労働する人間の行為との関連で，本質的に，統一的，原理的になさ
れる議論を含んでいる。
労働時間短縮をめぐる議論は，しかし，労働時間短縮という社会現象を原
理的に，したがって，技術的に並びに部分的にではなく，全体として統一的
に把握されるべきものと思考する。労働時間短縮という社会現象は，それを
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本源的目的とする「労働する人間」の原理との関連で把握されるべきものと
思考する。この原理は，労働時間短縮の歴史を貫いているものとして理解さ
れる。この原理は，次のものとして理解される：
労働場所の保障に対する労働者の利害
労働力の販売に対して，出来るだけ高い賃金に対する労働者の利害
労働力の維持に対する労働者の利害4)
6. 労働時間の短縮は，歴史的には，賃労働と資本の関係から説明される
にしても，労働時間の短縮を推進させる力は，賃労働者の原理の下に展開さ
れる。
労働時間「短縮」ということに着目してみると,「短縮」の運動そのもの
の方向は，労働時間が「０」に近づく方向にむかっている。労働時間は，賃
労働者の原理に導かれて，どこまで短縮されるのだろうか？ 労働時間は,
「０」であることは考えられないが，労働時間の短縮の運動が限りなく続く
とすれば，それは，労働時間が「０」に近づく一種の漸近線にむかっての運
動として理解される。この運動は，実際には,「０」に近づくが,「０」でな
いある「点」において一種の均衡状態に近づくものとしても理解される。こ
の均衡状態に近いものを成り立たせている力はどのような根拠にもとづくも
のであるか？ 経済の在り様からみれば，労働時間が「０」に近づく経済，
経済活動の主体である企業からみれば，労働時間が「０」に近づく企業の在
り様はどんなものであるか？ また，労働時間が「０」に近づく時，労働す
る人間の労働の在り様，労働をしていない時間における人間の在り様は，す
なわち，経営社会学的用語にしたがえば，労働者の経営生活と経営外生活は
どのようなものであろうか？ 労働者の生活は社会の在り様の基礎であると
する考え方からするならば，労働時間の短縮の運動は，社会の形成の基本的
要素の１つとして思考される。
また，労働時間の短縮の運動が，労働時間を「０」に近づけさせる運動で
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はあるが,「０」ではあり得ないある点における一種の均衡状態にむけての
運動であるとすると，この均衡状態を可能ならしめるある力が，労働時間の
短縮の運動の方向とは反対の方向にはたらくある力がはたらいているものと
理解される。この反対方向にはたらく力はどんなものであるか，この力の主
体は何か？ 私見によれば，この反対方向にはたらく力の主体は，経済その
もの，具体的には，経済主体である「企業」あるいは「経営」であるのでは
ないか，と考えられる。一体,「企業」あるいは「経営」とは何か？ 労働
時間短縮の運動は，経済とは何か？ ｢企業」あるいは「経営」とは何か？
の把握にとって，本質的な手がかりを我々に与えてくれる運動であるかもし
れない。
(おもじ・ゆたか／経営学部教授／2002年11月13日受理)
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Arguments on Shortening of Working Hours
Yutaka OMOJI
Now in Germany, there have been variaus arguments on shortening of work-
ing hours. They are, for example, arguments on shortening of working hours it-
self, the ways or means of shortening of them, shortening of them in relation to
employment or unemployment, etc...
But I think it necessary to understand arguments on shortening of working
hours as a whole and in unification, not in parts of them.
Working hours is to be understood in relation of working class and capital. I
think it important to understand shortening of working hours from the point of
working class. For I think that shortening of working hours belongs to the aim
of working class themselves, not the aim of capital.
